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❷

第７回合併協議会が、２月16日(月)、白石町総合センターで開催されました。詳細は以下のとおりです。

協 議 事 項

確認協議 第4号 新町の名称について（継続協議）

確認協議 第5号 合併の期日について

確認協議 第20号 議会議員の定数及び任期等の取扱いについて

   新町の名称は、「白 石 町 」とする。

   前回の協議会で、幹事会から提案された４候補「明杵」、「歌垣」、「杵島」、「三和」に現町名「白石」、
「福富」、「有明」を加えた計7候補について協議がなされ、次のような意見がありました。

　　・　公募されたなかから新しい名前をつけるべきでは。
      ・　住民の応募した中から１つぐらいは絞込みを。これに旧町名を加えては。
      ・　何を主眼に町の名前を決めるかで、意見が違ってくる。
      ・　幹事会の意見を尊重すべきではないか。
      ・　各委員の意見を出してもらいたい。投票は最終手段。
      ・　投票ではなく、あくまで話し合いで決めてほしい。
      ・　平行線になってしまう。投票をしたらどうか。

　これらの意見をふまえた結果、最終的に投票で決定することとなりました。委員全員による無記名投票が行わ
れ、第１回目の投票で過半数を獲得した「白石町」に決定し、確認されました。

   合併の期日は、平成17年１月１日とする。

    第2回協議会で確認されていました合併の期日について、「合併の期日は平成17年１月１日を目標とする。」
という表現を上記のとおり、目標を削除して再確認されました。

  議会議員については、市町村の合併の特例に関する法律第6条及び第7条の特例は適用せず、地方自治法第91条
第１項及び第2項の規定に基づき、定員を26人とし、新町設置の日から50日以内に選挙を行う。

  第4回協議会で確認されていました議会議員の定数及び任期等の取扱いについて、「議会議員に市町村の合併の
特例に関する法律第6条及び第7条の特例は適用せず、地方自治法第91条第１項項の規定に基づき、定員を26人
以内とし、新町設置の日から50日以内に選挙を行う。」という表現の中の「26人以内」を「26人」に修正し、
再確認されました。

しろいしちょう

あすき うたがき きしま みつわ

有 明

白 石

福 富



❸

第８回合併協議会が、２月26日(木)、福富町公民館で開催されました。詳細は以下のとおりです。

協 議 事 項

確認協議 第53号 新町建設計画（案）について

確認協議 第54号 合併協定書について

確認協議 第4号 新町名称募集及び選定要領の一部改正について

上記の協議終了後、名付け親大賞、名付け親賞、特別賞の抽選があり、
次の10名の方が当選されました。おめでとうございます。

●名付け親賞　　前田　様（白石町）

●名付け親賞　　鐘ケ江　様（白石町）
　　　　　　　　蓑津　様（白石町）
　　　　　　　　溝上　様（白石町）
　　　　　　　　浅井　様（白石町）
　　　　　　　　小池　様（有明町）

●特別賞　「明杵町」　林田　様（福富町）
　　　　　「歌垣町」　中村　様（白石町）
　　　　　「杵島町」　関　　様（白石町）
　　　　　「有明町」　古田　様（有明町）

▲抽選会の模様（福富町公民館）

　県との事前協議により、一部修正された新町建設計画について、再度提案されました。この中で、農業の振興
において農業用水の確保についての記述を追加してほしいとの要望があり、一部修正について確認さした。

　これまで協議された47の合併協定項目について、合併協定書として調印式に懸ける際、各項目の記述・表現等
を統一するため、調整内容の修正提案があり、確認されました。
      (修正後の内容は次ページ以降に記載しています。)

　新町名称募集の懸賞で、名付け親大賞、名付け親賞に追加して特別賞を設けることについて提案がありました。
最終選考まで残った幹事会選定４作品に特別賞を贈ることとなり、確認されました。

有 明
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第８回合併協議会をもって、47の合併協定項目すべてが確認されました。
この内容を基に、３町の町長で署名する合併協定書が作成されることになり、
この協定書を基本として新しいまちづくりが行われることとなります。
ここでは、その全文を記載し、紹介いたします。

有 明

白 石

福 富

 1．合併の方式について
　　白石町、福富町、有明町を廃し、その区域をもって新しい町を設置する新設合併（対等合併）とする。
 2．合併の期日について
　　合併の期日は、平成17年1月1日とする。
 3．新町の名称について
　　新町の名称は、「白石町」とする。
 4．新町の事務所の位置について
　　新町の事務所の位置については、現白石町内とし、合併後、速やかに新町庁舎の建設に取り組むものとする。
　　なお、新町庁舎建設までの間、新町の事務所の位置は現有明町役場とし、現在の白石町、福富町の役場の位置に支所を置くも
　のとする。
 5．財産の取扱いについて
　　３町の所有する財産、公の施設及び債務は、すべて新町に引き継ぐものとする。
 6．地域審議会の取扱いについて
　　市町村の合併の特例に関する法律第５条の４に規定する地域審議会については、設置しないものとする。
　　なお、新町のまちづくりに住民の意向を反映させ、各地域の振興及び均衡の取れた一体性のあるまちづくりを推進するための
　組織について、合併後速やかに検討する。
 7．議会議員の定数及び任期の取扱いについて
　　(1) 議会議員については、市町村の合併の特例に関する法律第６条及び第7条の特例は適用せず、地方自治法第91条第1項及　
　　　び第2項の規定に基づき、定数を26人とし、新町設置の日から50日以内に選挙を行う。
　　(2) 選挙区については、全町域で1選挙区とする。 8．農業委員の定数及び任期の取扱いについて
　　(1) 農業委員会の選挙による委員は、市町村の合併の特例に関する法律第８条の規定を適用し、平成17年7月19日まで引き続
　　　き在任する。
　　(2) 農業委員会の選挙による委員の定数は、農業委員会等に関する法律第７条第1項及び同法施行令第２条の2の規定に基づき
　　　30人とする。
 9．地方税の取扱いについて
　　市町村民税（個人･法人）、固定資産税、軽自動車税、市町村たばこ税及び納期については、３町差異がないため、現行のと
　おりとする。
10．一般職の職員の身分の取扱いについて
　　３町の一般職の職員は、すべて新町の職員として引き継ぐものとする。
11．特別職の身分の取扱いについて
　　(1) 特別職の職員の設置・人数・任期については、法令等及び実情を考慮し、調整する。
　　(2) 特別職の報酬等については、合併時までに調整する。
12．条例、規則等の取扱いについて
　　条例、規則等の取扱いについては、「白石・福富・有明３町合併に関する条例、規則等の整備方針」に基づき調整する。
13．事務組織及び機構の取扱いについて
　　(1) 新町の事務組織及び機構は、「新町における事務組織及び機構の整備方針」に基づき整備する。
　　(2) 新町の事務組織及び機構は、住民サービスが低下しないように十分配慮する。
　　(3) 附属機関等については、必要性や地域の実情を考慮し、「附属機関等における整備方針」に基づき調整する。
14．一部事務組合等の取扱いについて
　　(1)３町すべてが加入している一部事務組合は、合併の日の前日をもって当該組合から脱退し、新町において合併の日に当該　
　　組合に加入する。
　　(2)佐賀西部広域水道企業団、西佐賀水道企業団は、合併の日の前日をもって当該組合から脱退し、新町において合併の日に　
　　当該組合に加入する。
15．使用料、手数料等の取扱いについて
　15-1 窓口業務関係の取扱いについて　　窓口業務関係手数料については、住民の一体性の確保及び負担公平の原則により、合
　併時に統一する。
   15-2 施設関係の取扱いについて　　公園及び多目的複合施設の使用料については、施設の内容・建設年度が異なり、また、そ
　の使用料が地域に定着していること　を考慮し、合併時においては現行のとおりとする。
  　ただし、新町における住民の一体性の確保を図ると共に住民負担に配慮し、負担公平の原則から適正な料金のあり方等につい
　て、新町において引き続き検討する。
16．公共的団体等の取扱いについて
　16-1 公共的団体等の取扱いについて  　公共的団体等は、新町の一体性を速やかに確立するため、それぞれの実情を尊重しなが
　ら統合整備に努めるものとする。
　16-2 財団等の取扱いについて  　(1) 有明町の財団法人有明町文化振興財団に対する出資者である地位は、新町に引き継ぐもの
　とする。
  　(2) 有明町の株式会社只江川スポーツパークに対する株主である地位は、新町に引き継ぐものとする。
17．補助金、交付金等の取扱いについて
　　各種団体への補助金、交付金等の取扱いについては、従来からの経緯、実情等を考慮し、予算措置の段階で公共的必要性・有
　効性・公平性の観点から調整する。
18．町名、字名の取扱いについて
　　３町の字の名称及び区域は、現行のとおりとする。

合併協定書

平成16年3月6日

白石町　福富町　有明町



❺

有 明

白 石

福 富

19．慣行の取扱いについて
　　(1) 町章、町民憲章、町花、町木、町歌及びシンボルマークについては、新町において制定する。
　　(2) 宣言及び表彰については、新町において調整する。
　　(3)名誉町民制度については、新町において制定する。ただし、名誉町民については、各町の待遇及び特典等について経過措置を
　　　設ける。
20．消防団の取扱いについて
　　新町の消防団は、各町の消防団を合併時に統合する。
　　(1) 新町の消防団の組織及び構成については、合併時に再編成する。
　　(2) 消防団員の報酬、各種手当等については、合併時に調整する。
　　(3) 消防関係の補助金・助成金については、新町において調整する。
　　(4) 消防関係車両等の購入計画については、合併後に新町において策定する。
21．防災関係の取扱いについて
　　(1) 防災会議については、合併時に新たに設置し、新町において地域防災計画を策定する。
　　(2) 災害対策本部の編成については、合併時に組織編成を行う。
　　(3) 災害時の情報伝達については、合併時に新たな連絡体制を確立する。
22．行政区の取扱いについて
  　新町において、住民にとって最も身近な自治会組織であることに十分配慮し、行政区の再編を検討する。
23．地域間交流等の取扱いについて
  　新町における地域間交流については、当分の間継続し、調整する。
24．男女共同参画の取扱いについて
　　(1) 新町において、男女共同参画社会づくりを推進するための行政組織体制を確立し、団体等の育成・支援を行う。
　　(2) 新町において、男女共同参画基本法の基本理念に則り男女共同参画基本計画を策定し、施策を総合的・計画的に推進する。
25．国民健康保険事業の取扱いについて
　　国民健康保険事業については、被保険者に対するサービスの均一化や負担の公平に留意し、次のとおり取り扱うものとする。
　　(1) 国民健康保険税については、国民健康保険事業の健全で円滑な運営を確保することができる額に統一する。
　　(2) 国民健康保険財政調整基金については、合併時に各町の現有額をすべて持ち寄る。
　　(3) 保健事業については、現在実施している町に準じて統一を図り、新町において実施する。
　　(4) 国民健康保険運営協議会については、新町において新たに設置する。
26．納税関係の取扱いについて
　　(1) 納税組合の補助金制度については、合併時に各町の現状を考慮し、新たに交付基準を策定する。
　　(2) 納税組合については、合併後、他市町村の動向をふまえながら、納税組織の見直し等を含めて検討する。
27．電算システムの取扱いについて
　　(1) 電算システムについては、住民サービスの低下を招かないように、各出先機関を結んだネットワークを構築する。
　　(2) ３町が行っている電算処理業務については、合併時に調整する。
28．広報広聴の取扱いについて
　　(1) 広報紙の発行については、毎月１回発行とし、情報提供を行う。
　　(2) その他の広報広聴活動については、新町において調整する。
29．情報通信関係の取扱いについて
　　情報化時代への対応、住民サービスの平準化という面から新町において情報化整備計画を策定し、現在の情報基盤の有効活用と
　充実に努める。
30．各福祉制度の取扱いについて
　30-1 高齢者福祉の取扱いについて　　高齢者福祉の取扱いについては、高齢者がいつまでも生きがいを持ち続けられ、安心して暮
　らせる環境づくりに配慮し、調整に　努める。
　　(1) 国･県が定める制度に基づき実施している事業については、引き続き推進し、新町において調整する。
　　(2) 各町が独自に実　施している事業については、従来の実績を考慮し、新町全体の均衡を保つよう調整する。
　　(3) 新町において、老人保健福祉計画を策定する。
　　(4) 敬老祝金については、従来の実績をふまえ、支給額等を統一する。
　　(5) 敬老会については、実施内容を統一し、旧町単位で開催する。
　30-2 母子、児童福祉の取扱いについて　　母子･児童福祉の取扱いについては、家庭における生活の安定と次世代の担い手の育成
　を図るため、子育てしやすい環境づくりに　配慮し、調整に努める。
　　(1) 国･県が定める制度に基づき実施している事業については、引き続き推進し、新町において調整する。
　　(2) 各町が独自に実　施している事業については、従来の実績を考慮し、新町全体の均衡を保つよう調整する。
　　(3) 保育事業については、現行の水準が低下しないように努め、統一する。
　30-3 障害者福祉の取扱いについて　　障害者福祉の取扱いについては、家庭や地域において、生きいきと生活し活動できるように
　配慮し、調整に努める。
　　(1) 国・県が定める制度に基づき実施している事業及び障害者の社会参加に係る事業については、引き続き推進し、新町におい　
　　て調整する。
　　(2) 各町が独自に実施している事業については、従来の実績を考慮し、新町全体の均衡を保つよう調整する。
　　(3) 新町において、障害者福祉計画を策定する。
31．社会福祉協議会の取扱いについて
　　社会福祉協議会については、合併時に統合できるよう調整に努める。
　　また、新町は社会福祉協議会と協力しながら、福祉サービスの質の向上や地域福祉の充実に努める。
32．保健衛生の取扱いについて
　　保健衛生の取扱いについては、住民の健康の保持増進に配慮しながら、住民サービスの低下を生じないよう調整する。
　　(1) 各種健康診査については、合併時に検診内容・対象者を統一する。
　　(2) 結核予防事業及び予防接種事業については、基本的に現行のとおりとする。
　　(3) 乳幼児医療助成事業については、小学校就学前までを対象とする。
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33．ごみ、し尿処理の取扱いについて
　　ごみ・し尿処理の取扱いについては、住民生活に極めて密接に関係するため、地域性を考慮し、急激な変化を及ぼすことがない
　よう調整する。
  　なお、ごみ処理については、新町において施設整備等の検討を含め、新たに一般廃棄物処理基本計画を策定する。
34．農林業の取扱いについて
　　(1) 農振農用地区域については、現行のとおりとし、新町において作成する農業振興地域整備計画に基づき調整する。
　　(2) 農業関係事業については、次のとおり取り扱うものとする。
　　　㈰ 国･県補助事業及び継続事業については、新町においても引き続き実施する。
　　　㈪ 町単独事業については、従来からの経緯や実情等を考慮し、新町において新たな制度を検討する。
　　(3) 農業農村整備関係事業については、次のとおり取り扱うものとする。
　　　㈰ 国･県補助事業及び継続事業については、新町においても引き続き実施する。
　　　㈪ 町単独事業については、従来からの経緯、実情等を考慮し、新町において調整する。
　　　㈫ 農道については、現行のとおり新町に引き継ぐものとする。
　　(4) 農業関係団体については、現行のとおりとし、新町において調整する。
　　(5) 林務関係事業については、新町において引き続き実施する。
　　(6) 林道については、現行のとおり新町に引き継ぐものとする。
35．水産業の取扱いについて
　　(1) 漁港は、現行のとおり新町に引き継ぐものとする。 
　　(2) 水産関係事業については、次のとおり取り扱うものとする。 
　　　㈰ 国･県補助事業及び継続事業については、新町においても引き続き実施する。
　　　㈪ 水産振興町単独事業については、従来からの経緯や実情等を考慮し、新町において新たな制度を検討する。
　　　㈫ 漁港施設の使用料については、現行のとおりとする。36．商工観光の取扱いについて
　　(1) 商工関係事業については、引き続き産業の振興を図るよう、次のとおり取り扱うものとする。
　　　㈰ 国・県補助事業及び継続事業については、新町においても引き続き実施する。
　　　㈪ 町単独事業については、従来からの経緯、実績などを尊重し、新町において調整する。
　　(2) 観光関係事業については、観光資源の有効活用を図るよう、新町において調整する。
37．建設関係事業の取扱いについて
　　(1) 建設関係事業については、次のとおり取り扱うものとする。
　　　㈰ 建設関係事業については、新町総合計画に基づき計画的に実施し、継続事業については、新町においても引き続き実施する。
　　　㈪ 建設関係町単独事業については、従来からの経緯、実績等を考慮し、新町において調整する。
　　(2) 道路占用料については、３町差異がないため現行のとおりとする。
　　(3) 町道については、現行のとおり新町に引き継ぐものとする。
38．公営住宅の取扱いについて
　　(1) 住宅建設関係事業については、新町総合計画に基づき計画的に実施し、継続事業については、新町においても引き続き実施　
　　する。
　　(2) 住宅使用料については、当分の間現行のとおりとし、随時調整する。
39．上水道の取扱いについて
　　(1) 水道給水区域については、現行のとおり新町に引き継ぐものとする。
　　(2) 水道使用料、加入金及びメーター使用料については、白石町、有明町は合併時に統一し、福富町は、西佐賀水道企業団の規　
　　定によるものとする。
　　(3) 検針・料金徴収は、現行のとおりとする。
40．下水道の取扱いについて
　　下水道の取扱いについては、住民サービスの低下をきたさぬよう快適な生活環境づくりに配慮し、調整に努める。
　　(1) 下水道の整備については、合併後、速やかに新町下水道等整備基本構想・計画を策定し、効率的かつ計画的な下水道事業等　
　　を推進する。
　　(2) 農業集落排水分担金については、現行のとおりとし、使用料については、累進従量制とする。
　　(3) 水洗化促進制度については、合併時新たに設ける。ただし、各町が既に認定している利子補給の債務負担は新町に引き継ぐ　
　　ものとする。
　　(4) 浄化槽設置整備事業については、合併後、国の補助基準により実施する。
41．小中学校、幼稚園の通学区域の取扱いについて
　　(1) 公立幼稚園については、合併後、新町全域を通学区域とする。
　　(2) 小・中学校の通学区域については、現行のまま新町に引き継ぎ、調整する。
42．学校教育の取扱いについて
　　(1) 公立幼稚園、小・中学校については、現行のとおり新町に引き継ぐものとする。
　　(2) 学校教育関係補助及び就学援助費等については、新町において調整する。
43．学校給食の取扱いについて
　　(1) 学校給食のセンター方式・単独調理場方式については、当面現行のとおり新町に引き継ぐものとする。
　　(2) 学校給食の運営及び給食費については、新町において調整する。
44．社会教育の取扱いについて
　　(1) 社会教育関係審議会等については、新町において調整する。
　　(2) 社会教育施設等については、現行のまま新町に引き継ぐものとする。
　　(3) 社会教育及び文化事業については、現行の内容を継続し、新町において随時調整する。
　　(4) 指定文化財については、現行のまま新町に引き継ぐものとする。
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45．社会体育の取扱いについて
　　(1) 各種スポーツ行事については、社会体育関係団体と協議し、新町において調整する。
　　(2) 体育指導委員については、新町において新たに委嘱する。
　　(3) 各町の体育協会については、合併後速やかに統合できるよう調整する。
　　(4) 社会体育施設の使用料については、合併後に調整する。ただし、夜間照明施設を有する施設の時間区分については、周辺住　
　　民との申し合わせ等に配慮する。
46．人権、同和教育の取扱いについて
　　人権、同和教育関係事業については、新町において調整し実施する。
47．新町建設計画について
　　新町建設計画については、別添｢新町建設計画｣に定めるとおりとする。

3町合併協定調印式
3月6日（土）、午前10時から白石町総合センターにおいて、
合併協定調印式が開催されました。
佐賀県内では、唐津・東松浦合併協議会に次いで二番目の合併調印式となりました。
式には古川佐賀県知事様、篠塚佐賀県議会議長様をはじめ、
多数の来賓及び3町の関係者を招き、盛大に行われました。
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    1. 廃置分合について     
 　（提案理由）　平成17年1月1日に杵島郡白石町、同郡福富町及び同郡有明町が合併するた　
　  　　　　　　　め、所要の手続きをする必要がある。
    2. 廃置分合に伴う財産処分に関する協議について     
 　（提案理由）　平成17年1月1日に杵島郡白石町、同郡福富町及び同郡有明町が合併するこ　
　　　　  　　　　とに伴い、3町の所有するすべての財産を新たに設置する「白石町」に帰属　
　　  　　　　　　させる必要がある。
    3. 廃置分合に伴う財産処分に関する協議書(案)
    4. 廃置分合に伴う議会議員の定数に関する協議について
 　（提案理由）　平成17年1月1日に杵島郡白石町、同郡福富町及び同郡有明町が合併するこ　
　　  　　　　　　とに伴う議会議員の定数について、所要の手続きをする必要がある。
    5. 廃置分合に伴う議会議員の定数に関する協議書（案）   
    6. 廃置分合に伴う農業委員会の委員の任期に関する協議について
    （提案理由）　平成17年1月1日に杵島郡白石町、同郡福富町及び同郡有明町が合併するこ　
　　　 　　　　　とに伴い、農業委員会の委員の任期について、所要の手続きをする必要がある。
    7. 廃置分合に伴う農業委員会の委員の任期に関する協議書（案）

　佐賀県内で初めての
合併決定となりました。杵島６

町の頃から数えると21ヶ月目です。
長いようで短かった気がします。合併に関

係された方々、本当にお疲れ様でした。まだ
まだ、来年の１月１日までは合併に係る事務手

続き、関連業務がありますが、まずはひと段落と
いった感じでしょうか。さて、新聞を見てみると、
合併に関する記事が毎日のように紙上を賑わせて
います。また、特別職の報酬カット、町イベント
の廃止など、他市町村では財政難による影響が
じわじわと出てきているようです。新「白石町」

は、合併するから大丈夫ではなく、真剣
に考えなければならない状況には変

わりがないと思います。
（英）

▲調印式終了後、協議会委員全員で記念撮影

白　石
福　富
有　明
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賛　成 反　対
1
2
1

■3町の採決の状況

　合併調印式をうけて、3月15日(月)に3町の各定例議会において、一斉に合併関
連議案が提案されました。
　提案内容は次のとおりです。この結果3町
とも賛成多数により可決され、県内初の合併
決定となりました。


